チャージマネーに関する報告書
IT企業として今、何をやるべきか

ネットワークを通じた支払のための新技術は、消費者、小売店および金融機関に対して重要なインプリケーションを持ちうる。そんな中、チャージマネーに今注目する企業が増えてきた。

和亜土　幸一
2007/12/07
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[bookmark: _Toc150585951]はじめに
0. [bookmark: _Toc150585952]報告書の背景
ネットワークを通じた支払のための新技術は、消費者、小売店および金融機関に対して重要なインプリケーションを持ちうる。多くの国々において、これらの商品は発展の比較的初期の段階にあり、その利点は、そのリスク（6ページのチャージマネーが惹起する消費者の潜在的リスクを参照）と同様、いまだ確定したものとはなっていない。技術革新の急速な進展を受け、政府や中央銀行はこれらの発展がもたらす政策上のインプリケーションは如何なるものかということに関心を抱いている。こうした状況下、G-7（先進7か国蔵相中央銀行総裁会議）の政府首脳は、高度な小口電子支払手段の創出を可能とした最近の技術進歩の持つインプリケーションについて、その利点が十分に実現するための方法も含め、調査するための共同研究を行うよう要請した。
[bookmark: _Toc150585953]チャージマネーの背景
決済システムには、企業や消費者に利用される小口送金システムと、国内外の金融・資本市場を支える銀行間の大口送金システムとがある。決済システムは、通常、通貨当局や金融機関により発行される通貨または金融負債、およびこれら負債に関する記録、通信、利用者間における所有権移転のための種々の手段・システム・手続きなど、多くの重要な要素（5ページの「1－4鍵となる考慮要素」参照）から成り立っている。ほとんどの先進国における銀行間の大口送金システムは、増加しつつある小口決済システムと同様、こうした目的のために、主に電子技術を利用している。
現在多くの市場で実験ないし実用化されている新しい電子小口支払手段には、多目的プリペイド・カード（時に「電子財布」とか「ストアード・バリュー・カード」と呼ばれる）、およびインターネット等のオープン・コンピュータ・ネットワーク上で支払を行うためのプリペイドまたはストアード・バリューの支払メカニズムがある。本報告書においては、これらの商品をチャージマネーと呼ぶ。チャージマネーを正確に定義付けるのは困難であり、実際、多くの公的機関が、チャージマネーを異なる方法で定義し、分類してきた。本報告書では、大口銀行間送金システム、為替、自動決済機関、自動引落システムなどの伝統的電子支払手段と、クレジットやホーム・バンキングへの新しいアクセス手段を、分析対象から外している。さらに、電話などのサービス向けにG-10諸国でごく一般的に利用されている単一目的プリペイド・カード（伝統的な磁気ストライプ技術がしばしば利用されている）についても、本報告書の対象から除外している。
現在、チャージマネーといわれる商品の特徴点は、著しく多様である。技術が変化しつつある中で確定的な分類をすることは時期尚早かもしれないが、現存する商品は、ハードウェア型ないしカード型（消費者が、磁気ストライプやコンピュータ・チップを搭載したプラスチック・カードなどの専用ハードウェアを使うタイプ）であるか、ソフトウェア型ないしネットワーク型（ネットワークに接続された標準的パソコンに搭載されたソフトウェアを通じて機能するタイプ）であるとみることができよう。カードやパソコンには、資金額を示す電子記録が格納されており、消費者が購買の時点でその機器を提示するか、またはその機器から小売店に電子メッセージを発信すると、当該電子記録が引き落とされる。小切手、自動引落し、デビット・カード、クレジットのような、所有者が銀行預金口座または信用枠にアクセスする既存の支払形態とは異なり、チャージマネー機器に格納された資金は、通常、発行者の一般的負債ないし「プールされた」負債である。
[bookmark: _Toc150585954]一般的な政策目標
チャージマネーが提起する３つの政策分野の論点に関し、議論する上での統一的枠組み作りのため、作業部会は、以下のような銀行・金融システムに関する当局の基本的目標を再検討した。
1 中央銀行の金融政策遂行能力を検出したり確保したりする。
2 金融市場の安定性を脅かす、決済システムの信頼性を損なう可能性のあるシステミック・リスクやその他のリスクを抑制する。
3 消費者を、詐欺、不公正取引、損失、無用のプライバシー侵害から適切に保護すること。
4 消費者および企業にとって効率的、低リスク、低コスト、かつ便利な決済・金融サービスの発展を促す。
5 法執行当局が違法行為に関連する資金移動を阻止し探知する能力を妨げない。
いくつかの国では、このような目標を異なる方法で設定したり、公正な競争条件の実現や、「規制の裁定（regulation arbitrage）」の防止といった追加的な特別の目標を設定したりしている。また、作業部会は、各国の政府および中央銀行が、金融に関する広範な政策目標について大枠で合意していることを確認した。もっとも、全ての国がこれら政策目標のいずれについてもチャージマネーに関係しているとみているわけではない。さらに、国によって、個々の目標に対する重点の置き方は異なるであろうし、これらの目標を達成するためのアプローチも異なるであろう。アプローチの違いは、制定法上の責務や規制の伝統、既存の銀行・決済システムの特徴といった要素や、各国における特定の政策スタンスに関する予想費用対効果に影響を及ぼすその他の要素に基づくものかもしれない。


[bookmark: _Ref150315426][bookmark: _Toc150585955]鍵となる考慮要素
[bookmark: _Toc150585956]透明性
仮にチャージマネーの特徴、コスト、リスクが十分に透明であれば、潜在的利用者は、チャージマネーの相対的利点について、情報に基づく最善の選択を行うことが可能となる。消費者にとって有用な情報開示には、重要なユーザーの権利、発行者および発行者の消費者に対する責任に関連する情報、預金保険や保証の適用可能性、および個人データの使用に関する方針が含まれる。
図 1　チャージマネーピラミッド図
[bookmark: _Toc150585957]財務の健全性
チャージマネー発行者の財務の健全性は、流動性、資本、および内部管理の適切さに大きく依存している。流動性は、発行者が換金請求に応えられる適切なものであるべきである。投資政策は、チャージマネー・スキームの支払能力を確保するのに十分なものであるべきである。経営主体は、財務健全性の維持と整合的な形で、リスク管理対策・手続、および内部管理体制を確立すべきである。
[bookmark: _Toc150585958]技術的安全性
チャージマネー・スキームの設計は、チャージマネーの違法利用やチャージマネーへの攻撃のリスクに重要な影響を及ぼす。従って、これらのリスクに対する個々の商品の脆弱性について、現実的な評価を行うべきである。
[bookmark: _Toc150585959]法律の整備
[bookmark: _Toc150585960]違法への利用可能性に影響を及ぼすチャージマネーの特徴
決済手段の個別の特徴は、違法な活動にとっての魅力を左右する。例えば、紙幣は支払人と受取人の匿名性を実質的に保証し、広く流通して受け入れられるため、違法な活動に利用されることが多い。しかし、紙幣は量が嵩むため、大金を秘かに運ぶことが難しい。伝統的な電信為替などの電子決済は、この問題を回避できるが、一方で、ある程度の送金記録が残るために、一般に違法者にとってさほどの魅力はない。支払手段を標的にした違法の可能性が高くなるのは、詐欺目的で商品を複製したり改竄したりするコストに比べ、違法に関係する金額が大きい場合である。
表 1　活動内容


[bookmark: _Toc150585961]チャージマネーに関する潜在的違法行為
決済システムに関連した違法行為にはおおむね２つのタイプがある。第１は、マネー・ロンダリング、脱税、不法ギャンブルといった活動に関連して決済システムが悪用される場合である。G-10諸国において、チャージマネーに絡んだこの種の違法が行われた形跡はこれまでみられないが、もしチャージマネーが大規模に使用されるようになれば、違法者が違法な資金の送金手段としてのチャージマネーの可能性を探ろうとすることも考えられる。
第２のタイプの違法行為は、チャージマネーそのものを対象とする。すなわち、偽造、詐欺、あるいはシステムの破壊である。詐欺と偽造は、残念ながら既存の決済システムでは一般にみられることである。例えば、クレジットでの詐欺・偽造による被害は、毎年10億ドルをはるかに超すと推定されている。かかる損失は、最終的には消費者と小売店に転嫁されており、これらの違法捜査と訴追には法執行当局のかなりの人的資源が投入されている。今日まで多目的プリペイド・カードに対する違法は報告されていないが、チャージマネーが、このような違法の標的となることは予想できる。さらに、G-10諸国の中央銀行が作成した報告書は、チャージマネー、特にハードウェア型の安全策（例えば、スマート・カード）が講じられているものは、その他の小口支払手段に比べて、相対的に十分な安全性を有するように設計可能であると結論づけている。
[bookmark: _Toc150585962]要約と結論
1996年6月、G-7諸国首脳は、小口電子決済のための高度で洗練された手段の実現を可能にする最近の技術進歩のインプリケーションを探るため、共同研究を行うことを要請した。これを受け、当作業部会は、チャージマネーによって、政府が直面する政策的課題について広範な理解を形成する報告書を作成することと、更なる国際協力が利益をもたらしうる論点を特定することを要請された。この問題に関する過去の多くの分析と業績をもとに、当作業部会は、消費者問題、法執行問題、および監督問題の3つの大きな政策分野に的を絞って検討を行った。当作業部会はまた、多くのG-10諸国の広範なチャージマネー関係企業や組織とも意見交換を行った。
消費者問題全般については、G-10諸国内の現行の消費者保護スタンスを検証したところ、主として次の2点が明らかとなった。1）ほとんどの国は、損失、不正使用、支払不能、およびプライバシーの侵害といったリスクへの対応について、チャージマネーを対象とする包括的で新しい対策を制定するよりも、むしろ既存の法律と規制に依存している。2）チャージマネーに関する政府の消費者保護政策は、チャージマネー技術の発展が進む中、なお変化を遂げつつある。
法執行の問題に関しては、生まれつつあるチャージマネー・システムが、今のところ小額の消費者取引に焦点を当てたものとなっており、法執行当局にさほどの懸念を抱かせていないかもしれない。これらの商品が、長期的にみて、マネー・ロンダリング、脱税その他の金融違法にとって魅力的なものに発展していくか、あるいは不正使用や偽造に対し脆弱なものになっていくかを判断するのは時期尚早である。今までのところ、G-10諸国は、チャージマネーを対象とする新たな違法対策法を制定する必要はないとみている。チャージマネー開発者との対話・協力とともに継続的な監視が求められるであろう。
CPSS[footnoteRef:2]※、BIS、バーゼル銀行監督委員会、FATF、OECD、EC、EMIといったグループの当該分野における努力は有益なものと思われる。当作業部会は、「一定の分野ではさらに議論を行うことが適切となるかもしれないが、現時点では、特にチャージマネーの発展に対処するために、新たに正式な国際協力の仕組みを設立することは必要でない」と考える。 [2: ※ チャージプライムスーパーシステム] 
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